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太陽光発電導入による税制優遇と活用支援サービス

太陽光発電導入時には

カーボンニュートラル投資税制を活用しましょう！

モノの補助金（小田原市＋神奈川県）に加え

法人税の減税が可能となります。

⇒ 説明会終了後は 『相談会場』でお待ちしております。

２０２５年３月２５日（水）
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（株）早稲田環境研究所 について 2

《アドバイザリーサービスメニュー》

●社名
株式会社早稲田環境研究所

●住所
〒169-0051
東京都新宿区西早稲田2-21-12

●代表者
代表取締役 大村 健太

●設立年月日
平成15年8月26日

●資本金
5000万円

●子会社
WSエナジー株式会社（小売電気事業）

《事業コンセプト》

《会社概要》

温暖化
対策技術

早稲田大学
環境総合研究センター

株式会社
早稲田環境研究所
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応用研究

人材育成

エネルギー
マネジメント

エコ・
モビリティ

地域共創
システム

企業・自治体

トレンド、市場機会に目を
向けた技術、ビジネスモデル
についてのご相談

精度の高いソリューション
サービスの提供

現場情報のフィードバック

環境対応技術、ソフト開発、
計測ソフト等、研究成果の社
会への還元

幅広く応えるアドバイザリーサービスを提供します。

スマートコミュニティ

環境・エネルギー系
PPP、PFI

環境・エネルギー
ビジネスモデル開発

環境・エネルギー
人材育成

環境経営・CSR支援

リスク
マネジメント

環境配慮設計・LCA

環境・エネルギー
技術開発・実証

環境・エネルギー法
対応

環境学習

エネルギーサービス
プロバイダー

資源循環・廃棄物
マネジメント

社会・地域分野

ビジネス分野
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発

新電力事業
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カーボンニュートラル（ＣＮ）に向けた投資促進税制の概要 3

再エネ関連の設備 省エネ関連の設備

生産効率化の設備

認定を受けた設備額に対して最大14%の税額控除が可能となります。

項 目 金額（万円）

①投資額 2,500

②小田原市補助金 500

③神奈川県補助金 600

④CN投資減税額 350

⑤実質投資額
（①-②-③-④） 1,050

例えば、太陽光自家消費（100kW）の場合

※ 導入時の設置条件によって数値は異なります。
あくまでわかりやすく表現するために用いた数値になります。

前提条件） 発電容量100kW
資源エネルギー庁『太陽光発電資料』を参考にコスト算出

 ・小田原市の事業用補助金  1kWあたり6万円の補助
 ・神奈川県補助金 1kWあたり6万円の補助

・CN投資減税 投資額×14%、圧縮記帳をしない

５８
％
減
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4制度内容

事業者（事業所）として 『炭素生産性』を向上させる計画を策定し、認定を受ける制度になります。

炭素生産性＝
付加価値額＝営業利益＋人件費＋減価償却費

当該事業者(事業所)のCO2排出量

　炭素生産性を1%以上向上させる設備

　（機械装置、器具備品、建物付属設備、構築物）

　市場に流通している照明器具および対人空調設備

　２０２９年３月まで

控除率

（中小企業）

　①炭素生産性17%以上向上　取得価格×14%

　②炭素生産性10％以上向上　取得価格×10%

控除率

（大企業）

　①炭素生産性が20%以上向上　取得価格×10％

　②炭素生産性が15％以上向上　取得価格×５％

上限額 　法人税額の20%（DX投資促進税制の税額控除との合計）

　取得価格×50％

　５００億円

　１７６社（25年3月7日更新）　村田製作所、みずほ銀行、イオンモール等過去の認定事例

税

額

控

除
税制措置

対象設備

除外設備

税制適用期間

対象設備の限度額

特別償却

製造業における
生産設備等も対象
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5他社認定事例について （経済産業省の資料より抜粋※）（１/３） 『製造業』

製造業：『省エネタイプの加工機導入』

※経済産業省サイトより引用
https://www.meti.go.jp/policy/economy/kyosoryoku_kyoka/nintei_cn.html
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6他社認定事例について （経済産業省の資料より抜粋※）（２/３） 『製造業』

製造業：『新しい生産ラインの導入、トップランナーボイラーへの更新』

※経済産業省サイトより引用 https://www.meti.go.jp/policy/economy/kyosoryoku_kyoka/nintei_cn.html
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7他社事例について （経済産業省の資料より抜粋※）（３/３） 『非製造業』

非製造業：データセンターの改修（サーバー電力削減、外気を利用した空調設備等）

※経済産業省サイトより引用 https://www.meti.go.jp/policy/economy/kyosoryoku_kyoka/nintei_cn.html
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まとめ 8

１．企業における法人税の節税に繋がる
『カーボンニュートラルに向けた投資税制』 について説明いたしました。

２．本制度は、法人税申告の際に
認定された設備投資額における一定割合の減税が可能となります。

３．基本的に 『モノ』に対する補助制度との併用が可能となります。
（今回の小田原市・神奈川県との補助金併用も可能となります）

４．経済性の観点から 導入コストが高く見送られていた
脱炭素・環境系の設備投資があれば、この機会に是非ご検討ください。
弊社での申請支援が可能です。

重要POINT
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9

ご清聴ありがとうございました。

相談会ブースにてお待ちしております。

担当： 登壇者 今田（いまだ）
  説明員 大竹（おおたけ）

 説明員 冨澤（とみざわ）
電話： ０７０－５３７５－６８５０

株式会社
早稲田環境研究所
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10【参考資料１】 申請までのSTEPについて

成果報酬型のご提案となります。 まずはお気軽にご相談ください（相談コーナーにてお待ちしております）。

１．必要な情報のご提供
・今後３ケ年の設備投資計画

    大まかな内容で構いません
・事業所別（もしくは事業者全体）エネルギー使用量情報（電気・ガス・ガソリン等）
直近１年分（月単位）

・企業財務情報（一部）の情報
            営業利益、人件費、減価償却費など

２．弊社にて税制が利用か試算を実施（無償）

３．申請可能と判断（両社の合意）

４．成果報酬型契約の締結

５．正式な申請を実施（御社から必要な情報のご提供含む）
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【参考資料２】 スケジュール（２０２４年度に計画認定される場合） 11

2028（令和10）年度3月末までが税制の適用期限となります

2024年
3月末

2025年
3月末

2026年
3月末

計
画
の
認
定

申
請
書
の
提
出
（
審
査
が
１
カ
月
）

設
備
の
取
得
等

計
画
認
定
窓
口
に
事
前
相
談
（
1

～
２
カ
月
）

申
請
書
の
作
成
（
1

～
２
カ
月
）

設
備
の
取
得
等

税
務
申
告

中
間
報
告
書
の
作
成

（※

計
画
認
定
期
限
）

2027年
3月末

設
備
の
取
得
等

税
務
申
告

中
間
報
告
書
の
作
成

2028年
3月末

設
備
の
取
得
等
（※

期
限
後
は
認
定
対
象
外
）

税
務
申
告

中
間
報
告
書
の
作
成

2029年
3月末

税
務
申
告

最
終
報
告
書
の
作
成

税
制
控
除
設
備
の
取
得
期
限

計画の認定から３年間が税制優遇期間

（※

税
制
の
適
用
期
限
）

about:blank

	スライド 0: 太陽光発電導入による税制優遇と活用支援サービス
	スライド 1: 目次
	スライド 2: （株）早稲田環境研究所 について
	スライド 3: カーボンニュートラル（ＣＮ）に向けた投資促進税制の概要
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8: まとめ
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11: 【参考資料２】　スケジュール（２０２４年度に計画認定される場合）

